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会社の株式に関する事項（2026年６月30日現在）

(1)発行可能株式総数 62,304,000株

(2)発行済株式の総数 35,509,251株 （うち自己株式 412,300株）

(3)株 主 数 5,042名

(4)大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 (株) 持株比率 (％)

森 川 徹 治 9,781,466 27.87

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,578,400 7.35

野 城 剛 1,868,800 5.32

株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク ビ ジ ネ ス コ ン サ ル タ ン ト 1,600,000 4.56

ア バ ン ト グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 1,306,700 3.72

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,089,499 3.10

中 山 立 659,784 1.88

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505044 555,200 1.58

川 村 時 生 550,000 1.57

和 田 淳 一 514,200 1.47

（注）持株比率は自己株式412,300株を控除して計算しております。なお、自己株式412,300株には、
「従業員及び執行役員向け株式交付信託並びに役員に対する株式報酬制度における信託」の信託
財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式642,599株は含まれて
おりません。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

株 式 数 (株) 交付対象者数 (名)

取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。） － －

社 外 取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く。） － －

取 締 役 （監 査 等 委 員） － －

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、第30期定時株主総会招集ご通知の「役員報酬制度」に
記載しております。
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(6) その他株式に関する重要な事項

①自己株式の取得

当社は、2025年11月19日及び2026年２月25日開催の取締役会決議に基づき、以

下の通り自己株式を取得いたしました。

１）2025年11月19日開催の取締役会決議（取得期間2025年11月28日～2026年２

月25日、取得し得る株式の総数：1,500,000株（上限）、株式の取得価額の総

額：20億円（上限））

取得した株式の種類：当社普通株式

取得期間：2025年11月28日～2026年２月25日（約定ベース）

取得した株式の総数：986,300株

株式の取得価額の総額：1,631百万円

２）2026年２月25日開催の取締役会決議（取得期間2026年２月26日～５月29日、

取得し得る株式の総数：1,650,000株（上限）、株式の取得価額の総額：16億

円（上限））

取得した株式の種類：当社普通株式

取得期間：2026年２月26日～４月28日（約定ベース）

取得した株式の総数：1,150,300株

株式の取得価額の総額：1,599百万円

②自己株式の消却

当社は、資本効率の向上を通じて株主利益の増大を図るため、2026年２月25日

開催の取締役会において会社法第178条の規定に基づき、以下の通り自己株式を消

却いたしました。

・消却した株式の種類及び数 普通株式 2,136,600株

・消却日 2026年３月31日及び６月30日
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③従業員及び執行役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引

当社は、2023年８月４日開催の取締役会決議に基づき従業員向け株式交付信託

を導入し、2023年12月20日開催の取締役会において、本制度に当社執行役員も対

象として追加導入しております。なお、株式会社日本カストディ銀行（信託口）

の2026年６月30日現在の保有株式数は463,799株です。

④役員に対する業績連動型株式報酬制度

当社は、2024年９月25日開催の第28期定時株主総会決議に基づき、当社の取締

役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）に対し、信託を用いた株式

報酬制度を導入しております。

なお、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の2026年６月30日現在の保有株

式数は178,800株です。
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会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2026年６月30日現在）

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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会計監査人の状況
(1) 名 称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報 酬 等 の 額

支払額

公認会計士法第２条第１項の業務（監査業務）に係る報酬等の額 35百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

（注）１．当社と有限責任監査法人トーマツとの監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上

記金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

２．当社監査等委員会は、会計監査人から監査計画の説明を受け、監査報酬合意の内容を踏ま

え、監査時間や要員配置などを確認し、検討した結果、監査報酬につき、会社法第399条第

１項の同意を行っております。

３．上記以外に前事業年度の監査に係る追加報酬２百万円を支払っております。

(3) 非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、一般税務相談について対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任

いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

（2025年７月１日から
2026年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 345,113 417,417 16,490,130 △1,688,845 15,563,815

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △930,856 △930,856

自 己 株 式 の 処 分 135,332 135,332

自 己 株 式 の 消 却 △135,504 △3,095,569 3,231,073 －

連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減

△11,545 △11,545

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 2,985,606 2,985,606

自 己 株 式 の 取 得 △3,231,073 △3,231,073

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △147,049 △1,040,818 135,332 △1,052,536

当 期 末 残 高 345,113 270,367 15,449,311 △1,553,512 14,511,279

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △1,193 △2,921 22,354 18,239 15,934 15,597,989

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △930,856

自 己 株 式 の 処 分 135,332

自 己 株 式 の 消 却 －

連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減

△11,545

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 2,985,606

自 己 株 式 の 取 得 △3,231,073

株主資本以外の項目の
14,068 6,072 21,086 41,227 △15,934 25,292

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 14,068 6,072 21,086 41,227 △15,934 △1,027,243

当 期 末 残 高 12,874 3,150 43,441 59,466 － 14,570,746
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数 ７社

・連結子会社の名称 株式会社アバント

株式会社インターネットディスクロージャー

株式会社ジール

株式会社ディーバ

株式会社VISTA

DIVA CORPORATION OF AMERICA

DIVA INDIA PRIVATE LIMITED

なお、DivaCygnet Private Limitedは、2026年１月９日付でDIVA INDIA PRIVATE LIMITEDに社名
を変更しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法適用関連会社の数 １社

・持分法適用関連会社の名称 BeyondSquare Solutions Private Limited

なお、BeyondSquare Solutions Private Limitedについては、新たに株式を取得したことから、
当連結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。

(3) 連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちDIVA INDIA PRIVATE LIMITED及び持分法適用会社のBeyondSquare Solutions

Private Limitedの決算日は、３月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日

現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

1）有価証券の評価基準及び評価方法

・関係会社株式 移動平均法による原価法

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・仕 掛 品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）

・原 材 料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

・貯 蔵 品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

1) 有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法を採用しております。

(主たる耐用年数)

建物 ３年から18年

工具、器具及び備品 ３年から15年

2) 無形固定資産 定額法

・市場販売目的のソフトウエア 見込販売可能期間（３年）内における見込販売収益に基づく償

却

・自社利用のソフトウエア 耐用年数は、社内における利用可能期間 (３年から５年）

・商標権 10年

3）リ ー ス 資 産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

4) 使 用 権 資 産 定額法 ５年

③ 重要な引当金の計上基準

1) 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

2) 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づ

き当連結会計年度負担額を計上しております。

3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度負担額を計上しております。

4) 受注損失引当金 受注契約に係る案件のうち、当連結会計年度末時点で将来の損

失が見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることが可能

なものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を

計上しております。

5) 株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員及び執行役員への当社株式の給付

に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込

額に基づき計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項

1）重要な繰延資産の処理方法

・株 式 交 付 費 支出時に全額を費用処理しております。

2）重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…外貨預金

ヘッジ対象…外貨建予定取引

・ヘッジ方針 為替変動リスクを回避する目的で外貨預金を利用しておりま

す。利用については実需の範囲内で行うこととし、投機目的の

取引は行わない方針であります。

・ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開

始以降のキャッシュ・フロー変動を相殺できるため、連結決算

日における有効性の評価を省略しております。
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3）重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、顧客との契約について、以下の５つのステップアプローチを適用すること

により、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換

に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務を充足した時点（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社グループにおいては、連結決算開示事業、デジタルトランスフォーメーション推進事業

及び経営管理ソリューション事業を行っております。

連結決算開示事業は、主に連結決算などの業務をアウトソーシングで受託するサービスを提

供しております。

サービスの提供によりサービスに対する支配が顧客に移転するため、サービス提供の進捗度

に応じて履行義務が充足されると判断し、契約期間にわたり収益を認識しております。

デジタルトランスフォーメーション推進事業は、主にBI（ビジネス・インテリジェンス）と

呼ばれる情報の活用のためのシステムインテグレーション・サービス、クラウド・データ・プ

ラットフォームの導入支援サービス、ソフトウエアライセンス・ハードウエアの販売及び保守

を提供しております。

ソフトウエアライセンス販売においては、顧客にライセンスを付与した時点で履行義務が充

足されると判断し、ライセンスを付与した時点において、代理人取引として純額で収益を認識

しております。

システム開発サービスにおいては、開発の進捗度に応じて履行義務が充足されると判断し、

進捗率によって収益を認識しております。

また、メンテナンス・サービスにおいては、契約期間にわたり履行義務が充足されると判断

し、当該契約期間にわたり収益を認識しております。

経営管理ソリューション事業は、連結経営及び連結会計向け自社開発パッケージ・ソフトウ

エアであるDivaSystemのライセンス販売、導入コンサルティング・サービス、稼働開始後にお

けるバージョンアップ等への対応を含めた持続的なメンテナンス・サービスを提供しておりま

す。

ライセンス販売においては、顧客にライセンスを付与した時点で履行義務が充足されると判

断し、一時点で移転される財又はサービスとして、収益を認識しております。

導入コンサルティング・サービスにおいては、顧客へのDivaSystemの導入の進捗度に応じて

履行義務が充足されると判断し、進捗率によって収益を認識しております。

また、メンテナンス・サービスにおいては、契約期間にわたり履行義務が充足されると判断

し、当該契約期間にわたり収益を認識しております。

取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。
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5）グループ通算制度の適用

当社及び国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用

する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従

って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示

を行っております。

２．表示方法の変更に関する注記

(連結貸借対照表)

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「預け金」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

３．追加情報に関する注記

(従業員及び執行役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、2024年６月期（第28期）より、従業員及び執行役員（以下「従業員等」という。）への福

利厚生及び当社の企業価値向上に係るインセンティブとして、株式交付信託を導入しております。

１．取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式交付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対してポイ

ントを付与し、当該従業員等のうち株式交付規程に定める受益者となる要件を満たした者に対して、

当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社の普通株式（以下「当社株式」という。）を給付し

ます。給付する株式については、予め信託設定した金額により将来分も含め取得し、信託財産として

分別管理するものであります。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末に

おいて、652,784千円、463,799株であります。
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（役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、2025年６月期（第29期）より、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を

除く。）に対し、信託を用いた株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。

本制度は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）が株式を交付した後の期間

も含めて企業価値の向上に対するインセンティブをより長期間働かせることを目的としております。

１．取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という。）が当社株式

を取得し、当社が取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に付与するポイントの

数に相当する数の当社株式が本信託を通じて取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除

く。）に対して交付されるという株式報酬制度です。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末に

おいて、349,911千円、178,800株であります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 顧客との契約から生じた債権及び契約資産の残高

顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、「連結注記表 ８．収益認識に関する注

記 (3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 ①契約資産及び

契約負債の残高等」に記載しております。

(2) 貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の通りであります。

貸出コミットメントの総額 3,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,500,000千円

(3) 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入に対し保証委託契約を締結し、債務保証を行っております。

株式会社Figurout 29,500千円

５．連結損益計算書に関する注記

顧客との契約から生じる収益

顧客との契約から生じる収益の金額は、「連結注記表 ８．収益認識に関する注記 (1)顧客との契約

から生じる収益を分解した情報」に記載しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 37,645,851株 －株 2,136,600株 35,509,251株

(注) 普通株式の減少数2,136,600株は、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却2,136,600株
であります。

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 1,150,177株 2,137,301株 2,232,579株 1,054,899株

(注)１．普通株式の自己株式の増加数2,137,301株は、取締役会決議による自己株式の取得2,136,600
株、譲渡制限付株式報酬制度対象者の退職に伴う無償取得による増加701株であります。また、
普通株式の自己株式の減少数2,232,579株は、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却の
ための2,136,600株、従業員及び執行役員向け株式交付信託による自己株式の処分のための
95,979株であります。

２．当連結会計年度末の普通株式の自己株式の株式数には、従業員及び執行役員向け株式交付信託
並びに役員に対する株式報酬制度における信託が保有する当社株式が642,599株含まれており
ます。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2025年９月24日
定時株主総会

普通株式 930,856 25.00 2025年６月30日 2025年９月25日

(注)2025年９月24日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員及び執行役員向け株式交
付信託並びに役員に対する株式報酬制度における信託が保有する当社株式に対する配当金が18,464
千円含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2026年９月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,123,102 32.00 2026年６月30日 2026年９月28日

(注)2026年９月25日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員及び執行役員向け株式交
付信託並びに役員に対する株式報酬制度における信託が保有する当社株式に対する配当金が20,563
千円含まれております。
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、経営方針・事業計画等に基づき、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調

達しております。一時的な余剰資金は、社内の運用規程に従い、流動性と安全性の高い金融資産

で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。また、為替変動リスク

を回避する目的で外貨預金を利用しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ

対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結注記表 １．連結計

算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 (4) 会計方針に関する事項 ④その

他連結計算書類作成のための重要な事項 2) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスク

については、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握やその軽減を図っております。

投資有価証券のうち、満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少でありますが、為替変動リスク及び金利変動リスクがあります。また、その他有

価証券については、市場価格の変動リスク及び為替変動リスクに晒されておりますが、時価等を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。投資事業有限責任組合への出資については、組

入れられた株式の発行体の経営状況及び財務状況の変化に伴い出資元本を割り込むリスクに晒さ

れておりますが、定期的に組合の決算書を入手し、組合の財務状況や運用状況を把握することで

リスクを管理しております。

関係会社株式は、定期的に発行体の財務状況等を確認しております。

長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されておりますが、契約時に信用リスクの確認を行

い、当該リスクの低減を図っております。

また、敷金及び保証金は、本社、支店、子会社の賃貸契約における保証金であり、賃借先の信

用リスクに晒されておりますが、契約時に信用リスクの確認を行い、当該リスクの低減を図って

おります。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金及び未払費用は、そのほとんどが一年以内の支払

期日であります。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主として設備投資に係る資金

調達を目的としたものであり、その支払期日は最長で決算日後３年５ヶ月であります。これらは

流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)に晒されておりますが、当社グルー

プでは、月次で資金予定及び支払口座残高の確認、管理を行うことで、当該リスクを管理してお

ります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りで

あります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注)１．をご参照くだ

さい。）。また、「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「有価証券」「未収入金」「支払

手形及び買掛金」「未払金及び未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」「預り金」については、

現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して

おります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

① 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 254,418 254,418 －

② 長 期 貸 付 金 166,523 155,457 △11,065

③ 敷金及び保証金（１年内回収予定を含む） 753,489 727,528 △25,961

資 産 計 1,174,431 1,137,404 △37,027

① リース債務（１年内返済予定を含む） 6,612 6,502 △110

負 債 計 6,612 6,502 △110

（注）１．市場価格のない株式等

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券（非上場株式） 0

関係会社株式（非上場株式） 386,743

これらについては、「①投資有価証券」には含めておりません。

２．連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資につ

いては記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は622,716千円でありま

す。
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 － － － －

その他 － 204,418 50,000 254,418

資産計 － 204,418 50,000 254,418

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 155,457 － 155,457

敷金及び保証金(１年内回収予定を
含む)

－ 727,528 － 727,528

資産計 － 882,986 － 882,986

リース債務(１年内返済予定を含む) － 6,502 － 6,502

負債計 － 6,502 － 6,502
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（注）１．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資信託等は、市場での取引頻度が低く活発な市場における相場価格とは認められないため、

その時価をレベル２の時価に分類しております。非上場株式の新株予約権は重要な観察できない

インプットを用いて算定しており、レベル３の時価に分類しております。

長期貸付金

長期貸付金の時価は、元利金の合計額と、当該債権の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、一定の期間ごとに分類し、将来キャッシュ・フローを国債

の利回り等の適切な指標で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。

リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

２．時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品のうちレベル３の時価に関する情報

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位:千円）

報告セグメント

その他 合計連結決算

開示事業

デジタルト

ランスフォ

ーメーショ

ン推進事業

経営管理

ソリューシ

ョン事業

計

一時点で移転され

る財又はサービス
370,684 55,799 65,979 492,462 － 492,462

一定期間にわたり

移転される財又は

サービス

8,974,807 10,960,215 9,587,218 29,522,241 466,689 29,988,930

顧客との契約から

生じる収益
9,345,491 11,016,014 9,653,197 30,014,704 466,689 30,481,393

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上

高
9,345,491 11,016,014 9,653,197 30,014,704 466,689 30,481,393
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(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 １．連結計算書類の作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等 (4) 会計方針に関する事項 ④ その他連結計算書類作成のための

重要な事項 3）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,486,990

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,230,140

契約資産（期首残高） 741,805

契約資産（期末残高） 1,133,992

契約負債（期首残高） 3,766,666

契約負債（期末残高） 4,202,695

契約資産は、主として履行義務の充足の進捗に応じて認識した収益のうち、未請求の対価

に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社グル

ープの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。

契約負債は、主として顧客からの前受収益に関するものであります。契約負債は収益の認

識に伴い取り崩されます。なお、当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負

債に含まれていた金額は2,695,927千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下の通りで

あります。

(単位：千円)

当連結会計年度

１年以内 10,875,685

１年超 242,508

合計 11,118,194
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 422円90銭

(2) １株当たり当期純利益 83円41銭

(注)当社は、従業員及び執行役員向け株式交付信託並びに役員に対する株式報酬制度における信託を

導入しております。１株当たり純資産額の算定上、当該信託の信託口が保有する当社株式を、期

末発行済株式数の計算において控除する自己株式に含めております。控除した当該自己株式の期

末株式数は、当連結会計年度において642,599株であります。また、１株当たり当期純利益の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。控除した当該自己株式

の平均株式数は、当連結会計年度において669,110株であります。

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

記載金額は単位未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2025年７月１日から
2026年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本

剰 余 金

資本剰余金

合 計
利益準備金

その他利益

剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 345,113 281,913 135,504 417,417 374 10,039,518 10,039,892

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △930,856 △930,856

自 己 株 式 の 処分

自 己 株 式 の 消却 △135,504 △135,504 △3,095,569 △3,095,569

当 期 純 利 益 3,148,296 3,148,296

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △135,504 △135,504 － △878,129 △878,129

当 期 末 残 高 345,113 281,913 － 281,913 374 9,161,388 9,161,762

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計

自 己 株 式
株 主 資 本

合 計

その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損 益

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 △1,688,845 9,113,577 △1,193 △2,921 △4,114 9,109,462

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △930,856 △930,856

自 己 株 式 の 処分 135,332 135,332 135,332

自 己 株 式 の 消却 3,231,073 － －

当 期 純 利 益 3,148,296 3,148,296

自 己 株 式 の 取 得 △3,231,073 △3,231,073 △3,231,073

株主資本以外の項目の
14,068 6,072 20,140 20,140

当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 135,332 △878,301 14,068 6,072 20,140 △858,161

当 期 末 残 高 △1,553,512 8,235,276 12,874 3,150 16,025 8,251,301
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

・その他の関係会社有価証券 移動平均法による原価法

・その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯 蔵 品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産 定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法を採用しております。

(主たる耐用年数)

工具、器具及び備品 ４年から15年

② 無 形 固 定 資 産 定額法

・自社利用のソフトウエア 耐用年数は、社内における利用可能期間（５年）

・商標権 10年

(3）重要な繰延資産の処理方法

・株 式 交 付 費 支出時に全額を費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準

① 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づ

き当事業年度負担額を計上しております。

② 株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員及び執行役員への当社株式の給付

に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に

基づき計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社の収益は、子会社からの経営指導料及び業務委託料となります。

子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が提供された時点で

当社の履行義務が充足されることから当該時点で収益及び費用を認識しております。
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(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…外貨預金

ヘッジ対象…外貨建予定取引

・ヘッジ方針 為替変動リスクを回避する目的で外貨預金を利用しておりま

す。利用については実需の範囲内で行うこととし、投機目的の

取引は行わない方針であります。

・ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開

始以降のキャッシュ・フロー変動を相殺できるため、決算日に

おける有効性の評価を省略しております。

② 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

③ グループ通算制度の適用

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人

税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

２．追加情報に関する注記

(従業員及び執行役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

詳細につきましては、「連結注記表 ３．追加情報に関する注記」をご参照ください。

(役員に対する業績連動型株式報酬制度）

詳細につきましては、「連結注記表 ３．追加情報に関する注記」をご参照ください。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 515,460千円

短期金銭債務 52,661千円

(2) 貸出コミットメント契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。
当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次の通りであります。

貸出コミットメントの総額 3,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,500,000千円

(3) 保証債務

詳細につきましては、「連結注記表 ４．連結貸借対照表に関する注記」をご参照ください。
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高（区分表示したものを除く）

営業取引による取引高 1,616,106千円

営業取引以外の取引高 3,725千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 1,150,177株 2,137,301株 2,232,579株 1,054,899株

(注)１．普通株式の自己株式の増加数2,137,301株は、取締役会決議による自己株式の取得2,136,600
株、譲渡制限付株式報酬制度対象者の退職に伴う無償取得による増加701株であります。また、
普通株式の自己株式の減少数2,232,579株は、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却の
ための2,136,600株、従業員及び執行役員向け株式交付信託による自己株式の処分のための
95,979株であります。

２．当事業年度末の普通株式の自己株式の株式数には、従業員及び執行役員向け株式交付信託並び
に役員に対する株式報酬制度における信託が保有する当社株式が642,599株含まれております。
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 286,958千円

未払事業税 518千円

未払事業所税 727千円

賞与引当金 21,764千円

株式給付引当金 22,318千円

減価償却費 4,808千円

投資有価証券評価損 3,061千円

関係会社株式評価損 124,726千円

その他 82,539千円

繰延税金資産小計 547,424千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △286,958千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △156,419千円

繰延税金資産合計 104,046千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 6,569千円

繰延ヘッジ損益 1,450千円

繰延税金負債合計 8,019千円

繰延税金資産の純額 96,026千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △44.6％

評価性引当額 2.7％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △11.8％

(3)法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計

処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。



24

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社
アバント

直接
100％

経営指導及び
事務受託
資金管理
債務被保証
システム及び設
備の利用
役員の兼任

管理業務の受託（注１） 489,220 売掛金 43,439

システム運用保守の委託
（注１)

13,000 未収入金 58,947

システム利用料の支払（注
１)

13,368 立替金 16,005

設備利用料の支払（注１) 7,188 未払金 11,823

子会社

株式会社
インターネット
ディスクロージ
ャー

直接
100％

経営指導及び
資金管理
システム利用
役員の兼任

管理業務の受託（注１） 2,000 売掛金 550

システム利用料の支払（注
１)

6,839 前払費用 2,464

利息の支払（注２） 612 未収入金 10,619

立替金 91

関係会社
預り金

200,000

子会社
株式会社
ジール

直接
100％

経営指導及び
事務受託
資金管理
資金の貸付
役員の兼任

管理業務の受託（注１） 508,639 売掛金 46,811

資金の貸付（注２） 400,000 未収入金 104,558

資金の回収（注２） 400,000 立替金 11,072

利息の受取（注２） 3,113 未払金 524

子会社
株式会社
ディーバ

直接
100％

経営指導及び
事務受託
システム販売委
託
経理業務の委託
システム利用
役員の兼任

管理業務の受託（注１） 427,101 売掛金 39,485

システム販売の委託（注
１）

12,170 前払費用 2,216

経理業務の委託（注１） 116,264 未収入金 161,420

システム運用の委託（注
１）

1,050 立替金 13,999

システム利用料の支払（注
１)

7,402 未払金 22,263

子会社
株式会社
VISTA

直接
100％

経営指導及び
事務受託
IR業務の委託
役員の兼任

管理業務の受託（注１） 967 売掛金 90

IR業務の委託（注１） 6,600 立替金 3,310

未払金 7,605

子会社
DIVA
CORPORATION
OF AMERICA

直接
100％

調査委託
役員の兼任

増資の引受（注３） 157,890 － －

取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．管理業務の受託、経理業務の委託及びソフトウエア開発の委託の取引条件は、発生コスト等

を勘案の上、適正に決定しております。

２．資金の貸付における貸付利率とグループ資金管理における預り金の利率については、市場金

利を勘案の上、利率を合理的に決定しております。

３．増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。
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８．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報については、「個別注記表 １．重要な会計方針に係る事項

(5)収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 239円49銭

(2) １株当たり当期純利益 87円95銭

(注)株主資本に自己株式として計上されている従業員及び執行役員向け株式交付信託及び役員に対する

株式報酬制度における信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株

式総数から控除する自己株式に含めております。控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年

度において642,599株であります。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算

において控除する自己株式に含めております。控除した当該自己株式の平均株式数は、当事業年度

において669,110株であります。

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

記載金額は単位未満を切捨てて表示しております。


